（第１回協力・連携の在り方検討部会資料）

協力・連携のあり方検討部会（案）
１　設置目的
　　地域における課題が複雑・多様化する中で，これまで公共サービスを担ってきた行政だけではなく，市民，企業・事業者，大学，寺社等の多様な主体が公共を担う時代へシフトしてきている。これからの主体が連携して公共を担い，お互いに支え合う社会を構成するために必要な協力・連携のあり方について検討する。
２　議論を進めるに当たっての課題

　　公共を担う役割の行政への市民期待度はまだまだ高く，市民のＮＰＯ等に対する認知度は高くなったものの，まだまだ大きな信頼を得るには至っていない。このため，行政のお墨付きがなくては満足な活動を継続することができないＮＰＯ等が現時点ではまだまだ多い。協働のあり方を議論する前提として，こうした公共分担に関する市民意識の変革や税制等の制度的バックアップをどう構築するかという問題があり，果たして京都市のフォーラムでの議論の範疇といえるかが懸念される。

市民参加推進フォーラムでは，実質的に市民参加が進む方策について検討を進めることとし，こうしたあり方論については，市民的議論が進むよう，一定の論点を整理するに留めるのが適当ではないか。

３　今後進める議論の内容（案）
　○平成２３年度

　平成２４年度当初にＮＰＯの認証事務，認定事務が京都府から京都市に移管されることから，認定の基準や運用において，ＮＰＯとどう向き合うのか，どのように連携していくのかについての京都市の姿勢を示すこととなることから，平成２３年度は，これに関してフォーラムで議論をし，これをまとめて，京都市に示す。
○平成２４年度以降

公共を担うための市民の意識改革をどう仕掛けるのかや分担をどうするかなどの議論を進める。
４　スケジュール案

　　７月２８日　第１回部会

　　　　　　　　（ＮＰＯ法人認証，認定事務の京都市への移管や，認定事務の運用などについての勉強，今後のスケジュールの検討）

　　８月２４日　第３３回全体会議

　　８月下旬　　第２回部会

　　※　以下のスケジュールや取組内容については，第１回部会で検討をする。







